
第１３期東京都生涯学習審議会 第１回全体会 

次  第 
 

令和７年１月２３日（木曜日）午後２時から午後４時まで 

（会場：都庁第一本庁舎３３階 特別会議室Ｎ１） 

 

 

 １ 開会 

 

 ２ 東京都教育庁からの挨拶 

 

 ３ 委員紹介 

 

 ４ 説明事項：東京都生涯学習審議会の概要について 

 

 ５ 会長及び副会長の選出 

 

 ６ 議事 

   （１）第１３期審議会における審議事項について 

 

（２）補助金部会の設置について 

 

 ７ 今後の予定 

 

８ 閉会 
 

 

【配布資料】 

 資料    第１３期東京都生涯学習審議会第１回全体会 審議資料 

 参考資料１ 生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する法律（抄） 

 参考資料２ 東京都生涯学習審議会条例  

 参考資料３ 東京都生涯学習審議会による過去の答申・建議一覧 

 参考資料４ 補助金部会の設置について 

 



（任期：令和７年１月２３日から令和９年１月２２日まで）
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第１回全体会 審議資料

令和７年１月２３日

第１３期東京都生涯学習審議会
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４ 説明事項

東京都生涯学習審議会の
概要について
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東京都生涯学習審議会の役割

【法的根拠】
○生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する

 法律

第10条第１項
・都道府県に、都道府県生涯学習審議会を置くことができる

○東京都生涯学習審議会条例（平成４年３月３１日）
（設置）第１条

・東京における生涯学習の振興に関し、長期的な展望に立って、
広い視野から検討

（所掌事項）第２条
１ 教育委員会又は知事の諮問による都民の生涯学習に資する

ための施策の総合的な推進に関する重要事項の調査審議
２ １に規定する事項に関し必要と認める事項を教育委員会又は

知事に建議することができる
３ 社会教育関係団体に対する補助金の交付に関する事項の調

査審議
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行政が振興する「生涯学習」とは

【教育基本法】
第１章 教育の目的及び理念

（生涯学習の理念）第３条
「国民一人一人が、自己の人格を磨き、豊かな人生を送ることが

できるよう、その生涯にわたって、あらゆる機会に、あらゆる場所に
おいて学習することができ、その成果を適切に生かすことのできる
社会の実現が図られなければならない」

第２章 教育の実施に関する基本
（社会教育）第１２条

「個人の要望や社会の要請にこたえ、社会において行なわれる教育は、国及び
地方公共団体によって奨励されなければならない」

（学校、家庭及び地域住民等の相互の連携協力）第１３条
「学校、家庭及び地域住民その他の関係者は、教育におけるそれぞれの役割と

責任を自覚するとともに、相互の連携及び協力に努めるものとする」
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国における「生涯学習」の捉え方の変遷

昭和63・７ 文部省「社会教育局」を「生涯学習局」に改組

平成２・６ 生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整
備に関する法律制定（通称：生涯学習振興法）

平成18・12 教育基本法改正
生涯学習の理念（第３条）、学校、家庭及び
地域住民等の相互の連携協力（第13条）等を
新設

平成20・６ 社会教育法改正
教育基本法改正を踏まえ、社会教育行政の任
務として、学校、家庭及び地域住民その他の
関係者相互間の連携及び協力の促進等につい
て規定追加

平成27・12 中央教育審議会答申
「新しい時代の教育や地方創生の実現に向け
た学校と地域の連携・協働の在り方と推進方
策について」

平成29・３ 社会教育法改正
「地域学校協働活動」を教育委員会の事務に

平成30・10 文科省「生涯学習政策局」を「総合教育政策
局」に改組

令和６・６ 第12期中央教育審議会生涯学習分科会議論の整理
～全世代の一人ひとりが主体的に学び続ける生
涯学習とそれを支える社会教育の未来への展開
：リカレント教育の推進と社会教育人材の養成
・活用のあり方～」

生涯学習の理念に基づく
総合的な施策の展開

学校・地域の連携から
「地域学校協働」へ
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総合教育施策としての生涯学習
（学校教育と社会教育の連携）

学校教育と社会教育を通じた総合的かつ
客観的根拠に基づく教育政策の推進



５ 会長・副会長の選出

東京都生涯学習審議会条例

第６条第１項「審議会に会長及び副会長を置く。」

第６条第２項「会長、副会長は、委員が互選する。」
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６ 議事

（１）第１３期審議会における審議事項について
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第１３期生涯審における審議事項（案）

「これからの東京の地域教育の在り方について」

・共生社会の実現に向けた多様な主体との連携協働

・地域と学校の連携協働
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東京都の地域教育
プラットフォーム

【生涯学習の事業基盤】

共生社会の
実現に向け
た多様な主
体との連携
協働

地域と学校
の連携協働

11

東京都の政策における審議事項（案）の位置づけ

これからの東京の地域教育の在り方について

互いに認め合い、

支え合う多様性に
富んだ社会の実現

人や地域のつながり
を強化し、
Communityを活性化

社会全体の力を
生かした「学び」

教育のインクルー
ジョンの推進

家庭、地域・社会
と学校とが
連携協働する
教育活動の推進

「未来の東京」戦略
2024

東京都教育ビジョン
（第５次）
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計画等

審議事項

スライド１６頁

スライド２１頁

スライド１７頁

スライド１９頁

スライド２１頁

スライド２２頁 スライド２３頁
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地域教育推進ネットワーク東京都協議会
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第１３期生涯審における審議の進め方（予定）

〔第２回〕
東京都の地域教育プラットフォームの課題整理（意見交換）

・地域教育推進ネットワーク東京都協議会
・インクルーシブな学び東京コンソーシアム

〔第３回以降〕
・テーマごとの審議

※委員からの提案を予定

・これまでの審議の論点整理



６ 議事

（２）補助金部会の設置について
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生涯学習の振興のための施策の推進 体制等の整備に関する法 律 （抄） 

 

 

平成２年６月２９日  

法律第７１号  

 
 

（都道 府県生 涯学習 審議会 ）  
 

第十条  都道府県に、都道府県生涯学習審議会（以下「都道府県審議会」という。）を置くことができる。  
 

２ 都道府県審議会は、都道府県の教育委員会又は知事の諮問に応じ、当該都道府県の処理する事務に関し、生涯学

習に資するための施策の総合的な推進に関する重要事項を調査審議する。  
 
３ 都道府県審議会は、前項に規定する事項に関し必要と認める事項を当該都道府県の教育委員会又は知事に建議す

ることができる。  
 
４ 前三項に定めるもののほか、都道府県審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、条例で定める。  

参考資料１  
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東京都生涯学習審議会条例 
平成４年３月３１日 
条 例 第 ５ ５ 号 

（設置） 
第一条 東京における生涯学習の振興に関し、長期的な展望に立って、広い視野から検討するために、東京都に東京都生涯学習審議会（以下「審議

会」という。）を置く。 
（所掌事項） 
第二条 審議会の所掌事項は、次のとおりとする。 
一 東京都教育委員会（以下「教育委員会」という。）又は東京都知事（以下「知事」という。）の諮問による都民の生涯学習に資するための施策の

総合的な推進に関する重要事項の調査審議 
二 社会教育法（昭和二十四年法律第二百七号）第十三条に規定する東京都が行う社会教育関係団体に対する補助金の交付に関する事項の調査審議 
２ 審議会は、前項第一号に規定する事項に関し必要と認める事項を教育委員会又は知事に建議することができる。 
（平二六条例四一・一部改正） 
（組織） 
第三条 審議会は、委員二十五人以内で組織する。 
２ 専門の事項を調査審議するため必要があるときは、審議会に専門委員を置くことができる。 
（委員等の任命） 
第四条 委員は、生涯学習の振興に関し識見を有する者のうちから、教育委員会が知事と協議して任命する。 
２ 専門委員は、当該専門の事項に関し学識経験を有する者のうちから、教育委員会が知事と協議して任命する。 
（委員等の任期） 
第五条 委員の任期は、二年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
２ 専門委員の任期は、当該専門の事項に関し調査審議するために必要な期間とする。 
３ 委員又は専門委員は、再任されることができる。 
（会長及び副会長） 

参考資料２ 
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第六条 審議会に会長及び副会長を置く。 
２ 会長及び副会長は、委員が互選する。 
３ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 
４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 
（招集等） 
第七条 審議会は、会長が招集する。 
２ 審議会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 
３ 審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 
４ 審議会は、必要に応じて、関係行政機関の職員等の出席を求め、意見又は説明を徴することができる。 
（専門部会） 
第八条 審議会は、必要に応じて、専門部会を置くことができる。 
２ 専門部会に属すべき委員及び専門委員は、会長が指名する。 
３ 審議会は、その議決により専門部会の議決をもって審議会の議決とすることができる。 
４ 前二条の規定は、専門部会の運営について準用する。 
（平二六条例四一・一部改正） 
（庶務） 
第九条 審議会の庶務は、東京都教育庁において処理する。 
（補則） 
第十条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮って定める。 
附 則 

この条例は、平成四年四月一日から施行する。 
附 則（平成二六年条例第四一号） 
（施行期日） 
１ この条例は、平成二十六年四月一日から施行する。 
（東京都社会教育委員の設置に関する条例の廃止） 
２ 東京都社会教育委員の設置に関する条例（昭和二十五年東京都条例第十号）は、廃止する。 
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答申・建議のタイトル

 第１１期
東京都における今後の青少年教育振興の在り方について－ユニバーサルアプローチの視点から－（建議）
令和３年９月

 第１２期
地域・社会とともにある都立学校を目指して－都立学校公開講座の在り方を中心に－（建議）
令和６年１月

 東京都生涯学習審議会による過去の答申・建議一覧

第１期

第７期

これからの社会を展望した東京における生涯学習の総合的な振興方策について（答申）
平成６年６月

交流・参加型生涯学習のためのネットワークづくり－社会につながる学びの実現（建議）
平成９年１０月

東京における社会参加と生涯学習－都民の地域社会づくりへの参画と生涯学習のあり方－（建議）
平成１２年５月

地域における「新しい公共」を生み出す生涯学習の推進－担い手としての中高年世代への期待－（答申）
平成１４年１２月

「地域と学校の協働」を推進する方策について－中間のまとめ－
平成３０年２月

「地域と学校の協働」を推進する方策について（建議）
平成３１年２月

第１０期

第９期
今後の教育環境の変化に対応した地域教育の推進方策について－地域教育プラットフォーム構想の新たな展開－（建議）
平成２８年２月

第４期

第５期

第６期

乳幼児期からの子供の発達を地域で支えるための教育環境づくりの在り方について（第一次答申）
平成１９年１２月

東京都における「地域教育」を振興するための教育行政の在り方について－社会教育行政の役割を中心に－（第二次答申）
平成２０年１２月

第８期
子供・若者の「社会的・職業的自立」を目指した教育支援の総合的な方策について（建議）
平成２４年２月

東京都におけるこれからの地域教育の具体的方策について－子どもたちによりよい教育環境を提供するために－（建議）
平成１８年１１月

子ども・若者の「次代を担う力」を育むための教育施策のあり方について－「地域教育プラットフォーム構想を推進するための教
育行政の役割－（答申）
平成１７年１月

第２期

第３期

参考資料３
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補助金部会の設置について 

 

１ 「社会教育関係団体に対する補助金」事業 

（１）目的 

  社会教育に関する事業を行う団体の事業経費の一部を補助することにより、東京都における社

会教育の発展を図る。 

 

（２）対象団体  

  補助対象団体は、子供の健全な成長を図るために、家庭の教育力の向上及び地域・社会と学校

の連携・協働にかかわる取組を行っている団体 

 

（３）対象事業 

  補助対象事業は、家庭の教育力の向上及び地域・社会と学校が連携・協働して、子供を見守り、

育てる教育活動を支援・推進する社会教育の事業で、かつ、公益性があり、日本国憲法第 89 条

の規定に反しない都内における次のいずれかの事業とする。  

   ① 都内全域又は広域にわたって実施する宣伝啓発の事業 

 ② 討論会、講演会、展示会等の事業 

   ③ その他東京都教育委員会が特に認める事業 

  

２ 社会教育関係団体に対する補助金交付に関する根拠法令 

  社会教育法第１３条において、以下のように規定 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会教育法第１３条 

国又は地方公共団体が社会教育関係団体に対し補助金を交付しようとする場合には、あらかじめ、国

にあつては文部科学大臣が審議会等で政令で定めるものの、地方公共団体にあつては教育委員会が社会

教育委員の会議（社会教育委員が置かれていない場合には、条例で定めるところにより社会教育に係る

補助金の交付に関する事項を調査審議する審議会その他の合議制の機関）の意見を聴いて行わなければ

ならない。 

 

東京都生涯学習審議会条例 

第二条 審議会の所掌事項は、次のとおりとする。 

一 東京都教育委員会（以下「教育委員会」という。）又は東京都知事（以下「知事」という。）の諮問

による都民の生涯学習に資するための施策の総合的な推進に関する重要事項の調査審議 

二 社会教育法（昭和二十四年法律第二百七号）第十三条に規定する東京都が行う社会教育関係団体に

対する補助金の交付に関する事項の調査審議 

２ 審議会は、前項第一号に規定する事項に関し必要と認める事項を教育委員会又は知事に建議するこ

とができる。 

 

 

参考資料４ 
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